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市第30号議案 

   横浜市開発事業の調整等に関する条例の一部改正 

 横浜市開発事業の調整等に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

平成21年９月10日提出 

横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市開発事業の調整等に関する条例の一部を改正する 

条例 

横浜市開発事業の調整等に関する条例（平成16年３月横浜市条例

第３号）の一部を次のように改正する。 

目次中 

「第３節 都市計画法第33条第４項の規定による予定される建築 

物の敷地面積の最低限度 (第34条・第35条 )     」 

を 

「第３節 都市計画法第33条第４項の規定による予定される建築 

物の敷地面積の最低限度 (第34条 )  

 第４節 都市計画法第33条第５項の規定による景観計画に定め 

られた開発行為についての制限（第35条）     」 

に改める。 

第２条第２号オ中「いう」の次に「。以下同じ」を加える。 

第６条中「第33条第１項各号」を「第33条第１項」に改め、「（

第34条に定める制限を含む。）」を削る。 

第34条の次に次の節名を付する。 

第４節 都市計画法第33条第５項の規定による景観計画に
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定められた開発行為についての制限 

第35条を次のように改める。 

第35条 法第33条第５項（法第35条の２第４項において準用する場

合を含む。）の規定に基づき、次に掲げる景観計画（景観法（平

成16年法律第 110 号）第８条第１項に規定する景観計画をいう。

）に定められた開発行為についての制限は、開発許可の基準とす

る。ただし、市長が、良好な景観の形成上支障がないと認め、又

は公益上やむを得ないと認めるときは、当該基準の全部又は一部

を適用しないことができる。 

 (1) 切土又は盛土によって生じる法
のり

の高さの最高限度は、法
のり

の下 

  端の位置が道路との境界線から水平距離１メートル以内にある 

  場合にあっては３メートルとし、その他の場合にあっては５メ 

  ートルとすること。 

 (2) 適切な植栽が行われる土地の面積の開発区域の面積に対する 

  割合の最低限度は、15パーセントとすること。 

２ 前項の規定は、次に掲げる開発行為については、適用しない。 

 (1) 開発区域の面積が 500 平方メートル未満の開発行為 

 (2) 斜面地開発行為 

 (3) 開発区域の全体が次に掲げる土地により構成される開発行為 

ア 不動産登記法（平成16年法律第 123 号）第２条第18号に規

定する地目（以下このアにおいて「地目」という。）が過去

５年間山林以外の地目である土地（過去５年間に山林から山

林以外の地目へ登記の変更又は訂正が行われた土地を除く。

） 

イ 地方税法（昭和25年法律第 226 号）第 341 条第10号に規定
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する土地課税台帳に登録された地目（以下このイにおいて「

地目」という。）が過去５年間山林以外の地目である土地 

３ 第１項第２号の適切な植栽が行われる土地の面積は、規則で定

めるところにより、植栽する樹木の種類に応じ、当該樹木の本数

に換算することができる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成22年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から平成26年

12月31日までの間におけるこの条例による改正後の横浜市開発事

業の調整等に関する条例（以下「新条例」という。）第35条第２

項第３号の規定の適用については、同号中「過去５年間山林以外

」とあるのは「横浜市開発事業の調整等に関する条例の一部を改

正する条例（平成 年 月横浜市条例第 号）の施行の日以後継

続して山林以外」と、同号ア中「過去５年間に」とあるのは「同

日以後に」とする。 

３ 施行日前に横浜市開発事業の調整等に関する条例第10条の規定

による開発構想書の提出を行った開発事業（同条例第２条第２号

に規定する開発事業をいう。）については、新条例の規定は、適

用しない。 

 

   提 案 理 由 

 景観計画に定められた開発行為についての制限の内容を都市計画

法による開発許可の基準として定めるため、横浜市開発事業の調整
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等に関する条例の一部を改正したいので提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 参  考  

   横 浜 市 開 発 事 業 の 調 整 等 に 関 す る 条 例 （ 抜 粋 ） 

                     上 段  改 正 案     
                    (下 段  現  行)   

目 次 

（ 第 １ 章 及 び 第 ２ 章 省 略 ） 

 第 ３ 章  都 市 計 画 法 に 基 づ く 開 発 許 可 の 基 準 等 

（ 第 １ 節 及 び 第 ２ 節 省 略 ） 

  第 ３ 節  都 市 計 画 法 第 33 条 第 ４ 項 の 規 定 に よ る 予 定 さ れ る 建 築 

           
物 の 敷 地 面 積 の 最 低 限 度 （ 第 34 条     ）  

・ 第 35 条 

  第 ４ 節  都 市 計 画 法 第 33 条 第 ５ 項 の 規 定 に よ る 景 観 計 画 に 定 め 
 

      ら れ た 開 発 行 為 に つ い て の 制 限 （ 第 35 条 ） 
 

   （ 第 ４ 章 、 第 ５ 章 及 び 附 則 省 略 ） 
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 （ 定 義 ） 

第 ２ 条  こ の 条 例 に お け る 用 語 の 意 義 は 、 次 に 定 め る も の の ほ か 、

法 、 建 築 基 準 法 （ 昭 和 25 年 法 律 第 201 号 ） 及 び 宅 地 造 成 等 規 制 法

（ 昭 和 36 年 法 律 第 191 号 ） 並 び に こ れ ら の 法 律 に 基 づ く 命 令 の 例

に よ る 。  

   （ 第 １ 号 省 略 ）  

 (2)  開 発 事 業  次 の い ず れ か に 該 当 す る 行 為 を い う 。 

（ ア か ら エ ま で 省 略 ）  

オ  斜 面 地 開 発 行 為 （ 横 浜 市 斜 面 地 に お け る 地 下 室 建 築 物 の 建

築 及 び 開 発 の 制 限 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 16 年 ３ 月 横 浜 市 条 例

第 ４ 号 ） 第 ２ 条 第 ２ 項 第 ２ 号 に 規 定 す る 斜 面 地 開 発 行 為 を い 

 。 以 下 同 じ 
う      。 ） 

    

（ 第 ３ 号 か ら 第 ８ 号 ま で 省 略 ） 

 （ 公 益 上 必 要 な 開 発 行 為 を 行 う 者 の 責 務 ） 

第 ６ 条  法 第 29 条 第 １ 項 第 ２ 号 及 び 第 ３ 号 に 規 定 す る 開 発 行 為 を 行  

第 33 条 第 １ 項             
う 者 は 、 当 該 開 発 行 為 が 法         に 規 定 す る 基 準  

第 33 条 第 １ 項 各 号        ( 第  

              
に 適 合 す る よ う 努 め な け れ ば な ら な  

34 条 に 定 め る 制 限 を 含 む 。 )  

い 。  

    第 ４ 節  都 市 計 画 法 第 33 条 第 ５ 項 の 規 定 に よ る 景 観 計 画 に 
 

定 め ら れ た 開 発 行 為 に つ い て の 制 限 
 

 法 第 33 条 第 ５ 項 （ 法 第 35 条 の ２ 第 ４ 項 に お い て 準 用 す る 場  
第 35 条   

削 除 

合 を 含 む 。 ） の 規 定 に 基 づ き 、 次 に 掲 げ る 景 観 計 画 （ 景 観 法 （ 平 
 

成 16 年 法 律 第 110 号 ） 第 ８ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 景 観 計 画 を い う 。 
 

） に 定 め ら れ た 開 発 行 為 に つ い て の 制 限 は 、 開 発 許 可 の 基 準 と す 
 

る 。 た だ し 、 市 長 が 、 良 好 な 景 観 の 形 成 上 支 障 が な い と 認 め 、 又 
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は 公 益 上 や む を 得 な い と 認 め る と き は 、 当 該 基 準 の 全 部 又 は 一 部 
 

を 適 用 し な い こ と が で き る 。 
 

 (1)  切 土 又 は 盛 土 に よ っ て 生 じ る法
のり

の 高 さ の 最 高 限 度 は 、法
のり

の 下 
 

端 の 位 置 が 道 路 と の 境 界 線 か ら 水 平 距 離 １ メ ー ト ル 以 内 に あ る 
 

場 合 に あ っ て は ３ メ ー ト ル と し 、 そ の 他 の 場 合 に あ っ て は ５ メ 
 

ー ト ル と す る こ と 。 
 

 (2)  適 切 な 植 栽 が 行 わ れ る 土 地 の 面 積 の 開 発 区 域 の 面 積 に 対 す る 
 

割 合 の 最 低 限 度 は 、 15 パ ー セ ン ト と す る こ と 。 
 

２  前 項 の 規 定 は 、 次 に 掲 げ る 開 発 行 為 に つ い て は 、 適 用 し な い 。 
 

 (1)  開 発 区 域 の 面 積 が 500 平 方 メ ー ト ル 未 満 の 開 発 行 為 
 

 (2)  斜 面 地 開 発 行 為 
 

 (3)  開 発 区 域 の 全 体 が 次 に 掲 げ る 土 地 に よ り 構 成 さ れ る 開 発 行 為 
 

ア  不 動 産 登 記 法 （ 平 成 16 年 法 律 第 123 号 ） 第 ２ 条 第 18 号 に 規 
 

定 す る 地 目 （ 以 下 こ の ア に お い て 「 地 目 」 と い う 。 ） が 過 去 
 

５ 年 間 山 林 以 外 の 地 目 で あ る 土 地 （ 過 去 ５ 年 間 に 山 林 か ら 山 
 

林 以 外 の 地 目 へ 登 記 の 変 更 又 は 訂 正 が 行 わ れ た 土 地 を 除 く 。 
 

） 
 

イ  地 方 税 法 （ 昭 和 25 年 法 律 第 226 号 ） 第 341 条 第 10 号 に 規 定 
 

す る 土 地 課 税 台 帳 に 登 録 さ れ た 地 目 （ 以 下 こ の イ に お い て 「 
 

地 目 」 と い う 。 ） が 過 去 ５ 年 間 山 林 以 外 の 地 目 で あ る 土 地 
 

３  第 １ 項 第 ２ 号 の 適 切 な 植 栽 が 行 わ れ る 土 地 の 面 積 は 、 規 則 で 定 
 

め る と こ ろ に よ り 、 植 栽 す る 樹 木 の 種 類 に 応 じ 、 当 該 樹 木 の 本 数 
 

に 換 算 す る こ と が で き る 。 

 


